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はじめに
2021年8月30日にFATF（Financial Action Task Force：
金融活動作業部会）による日本に対する第4次相互審査の結
果が公表されました※1。FATFとは、マネー・ローンダリングお
よびテロ資金供与防止（Anti Money Laundering /Count
ering the Financing of Terrorism：AML/CFT）対応に関
わる国家の体制整備状況を審査する政府間会合です。今回の
第4次相互審査は2019年に実施され、同年10月～11月には
FATFのメンバーが来日して実地検査もなされました。FATF
は1989年のアルシュサミット・サミットの経済宣言を受けて
設立された機関であり、審査結果は政府・当局の動向を大き
く左右し、我が国の金融機関等の民間事業者のAML/CFT対
策にも大きな影響を及ぼすことになります。
今後、金融機関等の民間事業者は、審査結果を受けた法改
正を含む制度変更や当局の監視の下で、厳格な対応を迫られ
るとみられ、今回の審査結果が持つ意味を十分に理解する必
要があります。本稿では、他国比較や前回比較をもとにFATF
審査結果を分析し、日本の課題を浮き彫りにするとともに、
今後予定される当局動向も踏まえ、民間事業者が実施すべき
AML/CFT対策のポイントを解説します。
なお、本稿の参考資料として、2021年8月24日弊社Web
サイトに掲載した「主要国のFATF第4次相互審査結果から
読み解く日本への示唆※2」（以下、2021年8月24日掲載記事）
があります。適宜ご参照頂ければと存じます。

※1	 財務省「FATF（金融活動作業部会）対日相互審査報告書が公表されました」2021年
８月30日

	 https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/convention/fatf/fatfhoudou_	
20210830_1.html

	 金融庁「FATF（金融活動作業部会）による第4次対日相互審査報告書の公表について」
2021年８月30日

	 https://www.fsa.go.jp/inter/etc/20210830/20210830.html
※2	 https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/journal/finance20210725.html

1	 FATF第4次対日相互審査結果について

巷間では「対日相互審査は厳しい結果となった」「不合格
と評価された」など否定的な論調が数多く見受けられますが、
どのような背景、経緯で今回の評価に至ったのか、どのよう
な理由で厳しいと言えるのか、何が問題であったのか、正確
に理解することが適切な対応実施のために重要です。まずは、
相互審査結果がどのようなものであったかを確認します。

（1）評価項目および総合評価手法

FATFは、第3次相互審査までは、各国の法制度等（技術
的コンプライアンス／法令等整備状況）について「40の勧告」
をもとに審査し、4段階で評価してきました。なお、「40の勧
告」は、金融規制項目のみではなく、半分以上はテロ資金対
策の犯罪者の引き渡しなど、犯罪に対する処罰など刑事司法
等に係るものです。さらに、第4次相互審査では、11項目の
有効性項目の審査が追加され、AML/CFT対策の制度が適切
に機能しているかを4段階で評価しています。今回から、法
令整備状況と運用状況（有効性審査項目：Immediate Out
come）の2つの軸で評価することとなったのです（図表1）。
各項目の評価結果を総合して、各国には「通常フォロー

アップ」または「強化されたフォローアップ」（以下、重点フォ
ローアップ）が課されます（図表 2）。「通常フォローアップ」
はいわば合格水準であり、審査結果報告書の採択から3年後
にFATFへ改善報告をするという最低限の対応が求められる
に留まります。しかし、「重点フォローアップ」となると、最
終評価期限（5年後）までにFATFへ改善報告を3回程度しな
ければならないため、国としての指摘事項への対応負担は重
くなります。さらに評価が悪いと「監視対象国」と評価され、
毎年の改善状況の報告などを求められるほか、他国との間の
資金決済等において問題が生じる可能性が出てくる懸念もあ
ります。
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今後のAML/CFT対策

PwCあらた有限責任監査法人 
レギュラトリー・フィナンシャルマーケッツ・アドバイザリー部　
チーフ・コンプライアンス・アナリスト　井口 弘一

https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/convention/fatf/fatfhoudou_20210830_1.html
https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/convention/fatf/fatfhoudou_20210830_1.html


特集：Data for Innovation 会計／監査

35PwC’s View ─ Vol. 35 | November 2021

（2）日本の審査結果

日本の結果は2021年8月30日に公表されましたが、「重点
フォローアップ」という位置づけでした。法令等整備状況で
11項目、有効性審査で8項目が合格水準に達せず、監視対
象国の基準には至らなかったものの、重点フォローアップの
基準に抵触したためです。ちなみに、FATFが直接審査を実
施した30の参加国・地域の中で、審査結果公表後の段階で
通常フォローアップとなった国は英国や香港、スペインなど
８か国に留まります。「重点フォローアップ」には米国やスイ
ス、カナダ、オーストラリア、シンガポール、中国、韓国など
も含まれており、他国比較でみれば標準的と言えます。

（3）審査結果の分析

① FATFの審査傾向と日本の結果の比較
現時点（2021年9月末時点）でFATFが直接審査を実施し

た30の参加国・地域の相互審査終了後の結果（フォローアッ
プによる再評価前）を確認してみると、法令等整備状況の審
査項目に関しては金融規制項目の未達成が目立ちます（図表
3）。「テロリストの資産凍結」「DNFPBs（指定非金融業者・職
業専門家、図表 3※2を参照）」や「実質的支配者」など、第
3次審査では比較的重視されなかった分野です。また、今回
から審査を開始した有効性項目は「IO4  金融機関・DNFBPs
の予防措置」をはじめ、総じて厳しい評価です。FATFの関
心は、「法令等整備から運用実態評価へ」「金融実務規制・
監督対応主体へ」変化してきていると推察できます。また、
DNFBPsへの指摘が目立つほか、有効性評価において中堅・
中小金融機関に関する言及も目立ってきており、「大手金融
機関のほか中堅・中小、他業態へ視点が拡がっている」とみ
るべきと考えられます（2021年8月24日掲載記事参照）。

日本において未整備（PC/NC、ME/LE）と評価された項目
は、上記のFATFの審査傾向と符合しており、他国も苦戦を
強いられた拡散金融、PEPs、実質的支配者、DNFBPs等の
項目がほぼ一様に未整備と評価されています。また、有効性
審査の項目も他国が苦戦した項目はいずれも未整備です。他
国の審査結果からもわかるとおり、おおむね予想された結果
となっています。

② 前回比較
また、2008年に公表された前回3次審査の結果と比較す
ると明らかに改善が見て取れます。3次審査時点の整備状況
を今回の基準に引き直すと技術的コンプライアンスで19項
目が未整備となったとみられますが、今回結果では11項目
に減少しています。第3次対日審査の結果は厳しいものでし
たが、これを受けて法整備等を進めてきたのが数字として表
れています（図表4）。
特筆すべき点は、「R10  顧客管理」がPC評価と合格水準

になったことです。前回は金融庁の監督指針の強制力が疑問
視され、NC評価となりました。今回は「マネロン・テロ資金
供与対策に関するガイドライン」は「強制力あり」と評価さ
れ、これが合格への決め手となったと思われます。また、刑
事司法に関する勧告も、FATF声明で整備が強く要請された
テロ資金供与の犯罪化、条約締結等をクリアし、関連項目を
合格水準に引き上げました。
一方、PEPs、実質的支配者、DNFBPs等は3次審査の未
整備の評価が継続しました。これらの項目は3次審査後の
フォローアップ対象ではないことが影響していると考えられ
ます。

図表1：FATFの項目別の審査基準

技術的コンプライアンス（法令等整備状況）審査 有効性審査（体制の運用面の審査）

項目数 40項目 11項目

評価段階 ① Compliant（履行：「C」）
② Largely Compliant（おおむね履行：「LC」）
③ Partially Compliant（一部履行：「PC」）
④ Non- Compliant（不履行：「NC」）（合格水準は①、②）

① High Level（高い「HE」）
② Substantial Level（十分「SE」）
③ Moderate Level（中程度「ME」）
④ Low Level（低い「LE」）（合格水準は①、②）

出所：FATF資料をもとに作成

図表2：FATFの総合審査基準

重点フォローアップ基準 監視対象国基準

① 技術的コンプライアンスに8つ以上のNC/PC評価
② R.3、5、10、11、および20のいずれか1つ以上でNC / PCと評価
③ 11のうち7つ以上の有効性がLE／ME
④ 11の有効性のうち4つ以上がLEに該当

① 技術的コンプライアンスPC/NC 20項目以上
② 11のうち9つ以上の有効性がME/LE（うち2つ以上がLE）
③ 11の有効性のうち6つ以上がLE

出所：FATF資料をもとにPwC作成
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図表3：FATF第4次対日相互審査結果（項目別、第3次相互審査結果との対比等）

項目 第4次 第3次
フォロー
アップ対象

項目 第4次 第3次
フォロー
アップ対象

40
の
勧
告

R1　リスクベースアプローチ LC ―

40
の
勧
告

R27　監督当局の権限の確保 LC LC

R2　国内関係当局間の協力 PC LC R28　DNFBPs※2 に対する監督義務 PC PC

R3　資金洗浄の犯罪化 LC LC R29　FIUの設置義務 C LC 〇

R4　没収等 LC LC ◎ R30　資金洗浄・テロ資金供与の捜査 C LC

R5　テロ資金供与の犯罪化 PC PC 〇 R31　捜査関係資料の入手義務 LC C

R6　テロリストの資産凍結 PC PC ◎ R32　キャッシュクーリエへの対応 LC NC

R7　大量破壊兵器の拡散防止・制裁 PC ― 〇 R33　包括的統計の整備 LC LC

R8　非営利団体の悪用禁止 NC PC R34　ガイドラインの策定業務 LC LC

R9　守秘義務等 C C R35　義務の不履行に対する制裁措置 LC LC

R10　顧客管理 LC NC 〇 R36　国連諸文書の批准 LC PC ◎

R11　本人確認・記録保存 LC LC ◎ R37　法律上の相互援助、国際協力 LC PC ◎

R12　PEPs（重要な公的地位を有する者） PC NC 〇 R38　法律上の相互援助：凍結・没収 LC LC

R13　コルレス先管理 LC NC R39　犯人引き渡し LC PC

R14　送金サービス提供者の規制 LC PC R40　国際協力／外国当局と情報交換 LC LC 〇

R15　新技術の悪用防止 LC PC

有
効
性

IO1　ML/TFリスクの認識協調 SE ―

R16　電信送金 LC LC IO2　国際協力 SE ―

R17　顧客管理措置の第三者依存 NA NA IO3　金融機関・DNFBPs※2の監督 ME ―

R18　グループ内部管理方針の整備 LC NC IO4　金融機関・DNFBPs※2の予防措置 ME ―

R19　勧告履行に問題ある国・地域 LC NC IO5　法人等の悪用防止 ME ―

R20　疑わしい取引届出 LC LC IO6　特定金融機関情報等の活用 SE ―

R21　届出者の保護義務 C LC ◎ IO7　資金洗浄の捜査・訴追・制裁 ME ―

R22　DNFBPs※2の顧客管理 PC NC IO8　犯罪収益の没収 ME ―

R23　DNFBPs※2の疑わしい取引届出 PC PC IO9　テロ資金の捜査・訴追・制裁 ME ―

R24　法人の実質的所有者 PC NC IO10　テロ資金の凍結・NPO ME ―

R25　法的取極の実質的所有者 PC NC IO11　大量破壊兵器に関与する者への制裁 ME ―

R26　金融機関への監督 LC LC

※1　�「項目」列の網掛けは、未整備と評価された国が過半を占めていることを表す。2021年9月末時点でFATFが直接審査を実施した30の加盟国・地域の相互審査終了後の結果（フォローアッ
プによる再評価前）で未達成数が15以上の項目に網掛けしている。

※2　�DNFBPs（特定非金融業者および職業専⾨家：Designated Non-Financial Businesses and Professions）とは、カジノ、不動産業者、貴金属商および宝石商、弁護士、公証人、その
他の独立的な立場を持つ法律の専門家、会計士、会社の真の所有者や業容を隠す目的にも利用できる業態の事業者（例：電話秘書）をいう。

※3　「第4次」「第3次」列（いずれも日本を対象）では、評価結果の中で未整備項目のものに網掛けしている。
※4　�フォローアップ対象欄：3次審査ではフォローアップ対象は一部の項目に限定されていた。◎はFATFの重要勧告またはFATFが声明で日本に対応を強く要請した項目、〇はその他のフォ

ローアップ対象項目である。
出所：FATF資料、警察庁資料等をもとにPwC作成

図表4：本邦の法整備等の動向

時期 対応

2008年 10⽉ ⽇本の第３次相互審査報告書採択

2010年 2〜6月 有識者懇談会（警察庁主催／顧客管理の在り方を議論）

2012年 10⽉ ⽇本が「継続審査国（Enhanced Follow-up）⼊り」

2013年 6〜12月 有識者懇談会（警察庁主催／マネー・ローンダリング対策等に関する懇談会）

2014年 6⽉
12⽉

FATF声明発出（⽇本を名指しして、不備への迅速な対処を促す）
● テロ資金供与に関して、非合法な犯罪としての位置づけが不十分
● テロリスト資産の凍結メカニズムが不完全
改正テロ資⾦提供処罰法施⾏

● 予防措置としての顧客管理その他の義務が不十分である
● パレルモ条約の批准と完全な実施ができていない

2015年 10⽉ 国際テロリストの財産凍結法施⾏

2016年 10⽉ 改正犯罪収益移転防⽌法全⾯施⾏。⽇本が第３次相互審査フォローアッププロセス終了

2017年 4⽉
7⽉

改正資⾦決済法・改正犯罪収益移転防⽌法施⾏
テロ等準備罪処罰法施⾏、パレルモ条約締結

2018年 2⽉ マネロン・テロ資金供与対策に関するガイドライン公表（⾦融庁）

出所：警察庁、財務省資料等をもとにPwC作成
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③ 主要国との比較
主要国の未整備項目数を比較すると日本の状況が掴めま

す。日本は「重点フォローアップ」に位置づけられています
が、多くは日本と同様の位置づけであり、未整備項目数も審
査結果公表時では、日本より多い国も多数見受けられます
（図表5・図表6、2021年8月24日掲載記事参照）。たしかに
有効性評価の未整備項目が他国と比べてやや多く、先に審
査が完了した他国のフォローアップ対応後と比較すると、日
本はやや後手に回っています。未整備項目数に気になる点は
ないとは言えませんが、審査結果公表時（フォローアップ実
施前）の段階では際立って悪いとは言えません。

（4）日本の課題

以上のように、今回の日本の審査結果をFATFの審査傾向、

前回比較、主要国比較でみると、未整備項目は想定の範囲内、
着実に改善しており、大きく見劣りすることもありません。
問題は有効性審査項目、特に金融機関等の運用体制を評価
するIO4を中心に非常に厳しい指摘を受けている点です。

① FATFの指摘事項の総括
FATFが「発見事項」として挙げた項目を総括すると、金融

規制・監督と刑事司法がほぼ半々です。また、「発見事項」を
受けて「優先的に対応すべき事項」が挙げられています（図
表7）。内容としては、刑事司法も含め、総じて運用面の強化
を求めるものとなっています。
これらの中で目を引くのが、「優先的に対応すべき事項」の
a.です。AML/CFTに関する金融機関等の実務全体の未整備
を指摘する内容であるからです。

図表5：FATF第4次相互審査結果／未整備項目数別の国数（審査結果公表時）

法令等整備状況（40の勧告）未整備（PC、NC）項目
合計

7以下 8～10 11 12～19 20以上

有効性審査未整備（ME、LE）項目

9以上 1 ― ― 2 1 4

8 1 ― 1（日本） 2 ― 4

7 3 1 1 2 ― 7

6以下 8 4 1 3 ― 16

合計 13 5 3 9 1 31

図表6：FATF第4次相互審査結果／未整備項目数別の国数（2021年9月末時点・フォローアップ評価反映後）

法令等整備状況（40の勧告）未整備（PC、NC）項目
合計

7以下 8～10 11 12～19 20以上

有効性審査未整備（ME、LE）項目

9以上 2 ― ― 1（トルコ） ― 3

8 2 ― 1（日本） 1（中国） ― 4

7 5 2 ― ― ― 7

6以下 12 2 1 2（豪等） ― 17

合計 21 4 ２ 4 0 31

※2021年9月末時点でFATFが直接審査を実施した30の加盟国・地域の相互審査終了後の結果（フォローアップによる再評価前）
出所：FATF資料をもとにPwC作成

図表7：FATF第4次対日相互審査結果／指摘事項（発見事項・優先的に対応すべき事項）

発見事項 優先的に対応すべき事項

a.	 当局の理解、連携が十分ではない。AMLに絞った政策がない
b.	� AML/CFTリスクの理解が限定的、新しい義務の履行期限が不明確、疑わし

い取引が画一的
c.	� 当局間のリスクの理解に差、監督のリスクベースアプローチの導入は初期

段階、制裁措置は不十分
d.	� 実質的支配者情報の入手に課題、信託の透明性に課題、法人等に対する

リスク理解は十分でない
e.	 金融情報の資産追跡のための活用に課題
f.	� 大規模マネロン事案捜査に課題、マネロン罪の起訴は限定的、刑罰が軽い
g.	 マネロンの資産没収、現金の国境を越えた移動の検知と没収に課題
h.	 捜査への情報交換に国際協力を活用
i.	 テロ資金提供処罰法の不備、NPOの理解、監督に問題あり
j.	 大量破壊兵器拡散に関与する者の遅滞なき資産凍結などが未達成

a.	 �事業者ごとのリスク評価導入・実施、リスクベースでの継続的な顧客管理、
取引のモニタリング、資産凍結措置の実施、実質的支配者情報の収集と
保持

b.	 第三者のマネロンを含む重大な前提犯罪のマネロン罪適用を増やす
c.	 マネロン事案の起訴率を改善する
d.	 マネロン罪の法定刑の上限の引上げ
e.	 資産の追跡捜査、保全措置及び没収、密輸現金等の没収
f.	 リスクベースでの監督強化、抑止力ある行政処分と是正措置
g.	 テロ資金提供処罰法の改正
h.	 金融制裁を遅滞なく実施するために必要な更なる改善
i.	 NPOの理解、リスクに見合ったアウトリーチ・ガイダンス提供・監督
j.	 リスク評価手法の継続的な改善、リスクに関する包括的な理解促進
k.	 実質的支配者情報の規制・監督・捜査の枠組みとして確立する
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② 金融機関等の実務、予防措置に関する指摘
「IO4  金融機関・DNFBPsの予防的措置」の指摘の中身を
見てみましょう。FATFは「優先して取り組むべき行動」とし
て以下のようにコメントしています※3。
「金融機関、暗号資産交換業者、DNFBPsがAML/CFTに
係る義務を理解し、適時かつ効果的な方法でこれらの義務を
導入・実施するようにする。これらにおいては、事業者ごと
のリスク評価の導入・実施、リスクベースでの継続的な顧客
管理※4、取引のモニタリング、資産凍結措置の実施、実質的
支配者情報の収集と保持を優先する」
これは、金融機関等が実践するAML/CFT対策が全体の設
計および拡散金融対応（制裁対象者対応）や実質的支配者
の確認等を含む入口から出口までの実務体制すべてに課題
があることを示唆しています。指摘には、「対策（予防措置）
の目的が不明確」「情報の活用が不十分」「情報更新が途上、
また形式的」という趣旨の厳しい内容のものが見受けられま
す。これは、対策が金融犯罪や不正利用の抑止など実効性
の向上に繋がっているか疑問視するものであり、「大幅な改善
が必要」※5と結論づけています。
「IO3  金融機関・DNFBPsの監督」にも厳しい指摘があり
ます。「金融機関に対する監督活動の効果は日本の金融機関
の変化への対応の遅さに影響されており、改善の余地が大き
い」※6と指摘されており、言い換えれば、「金融機関等の対策
がはかばかしくない実態から判断すると、監督は有効とは言
えない」と示唆されています。

2	 日本の政府・当局の動向

このような審査結果を予想し、日本の政府・当局は審査公
表前から省庁横断的に検討・協議を進め、審査結果報告書
の公表と同時にさまざまな対策を打ち出しました。

（1）省庁横断的な対策本部の設置

まず、「FATF（金融活動作業部会）対日相互審査について
の財務大臣談話」※7を発表し、報告書の公表を契機として、

※3	 訳文は、財務省の「対日相互審査報告書の概要（仮訳・未定稿）」を参照。
	 https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/convention/fatf/20210830.pdf
※4	 継続的な顧客管理とは「顧客情報の確認、調査、リスク低減策の判断・実施を取引

開始後に継続的に実施する措置」を指します。
※5	 金融庁「FATF第4 次対日審査結果報告書（IO.4該当箇所）2021 年8 月（仮訳）」21

ページ
	 https://www.fsa.go.jp/inter/etc/20210830/02.pdf
※6	 金融庁「FATF第4 次対日審査結果報告書（IO.3該当箇所）2021 年8 月（仮訳）」17

ページ
	 https://www.fsa.go.jp/inter/etc/20210830/01.pdf
※7	 https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/convention/fatf/fatfhoudou_	

政府一体となって強力に対策を進めるべく、「マネロン・テロ
資金供与・拡散金融対策政策会議」※8を設置することを公表
しました。対策会議は、警察庁・財務省を共同議長とし、こ
のほか金融庁をはじめ、計17の省庁・委員会で構成されて
いる大規模な会議体です。前回の第3次審査では、結果公表
から1年以上経過した後に、警察庁主導で有識者懇談会が
設置された経緯にあります。今回は前回と比べて極めて迅速
な対応であり、国家の威信をかけ、日本政府・当局が従来に
も増して対策に力を入れていることがわかります。

（2）行動計画

さらに向こう3年間の行動計画をまとめ、「マネロン・テロ
資金供与・拡散金融対策に関する行動計画」※9を発表しまし
た。今後、この行動計画を踏まえ、進捗を定期的にフォロー
アップしていくとしています。
行動計画は先述したFATFの発見事項および優先的に対応

すべき事項に網羅的に対処すべく、以下の6つのカテゴリー
に分けられ、策定されています。

1. 	マネロン・テロ資金供与・拡散金融に係るリスク認識・協
調

2. 	金融機関及び暗号資産交換業者によるマネロン・テロ資
金供与・拡散金融対策及び監督

3. 	特定非金融業者及び職業専門家によるマネロン・テロ資
金供与・拡散金融対策及び監督

4. 	法人、信託の悪用防止
5. 	マネロン・テロ資金供与の捜査及び訴追等
6. 	資産凍結及びNPO

カテゴリー別に細目とその行動内容が定められ、それぞれ
に担当省庁および対応期限が示されています。カテゴリーの
うち、5.は刑事司法に係るさまざまな運用面の課題に対処す
るためのものですが、その他の5つは金融機関等の実務面で
の課題に対処するための行動計画が含まれています。金融実
務に関する対応のハードルが高く、かつ幅広いため、行動計
画も実務に焦点が当たっています。
特に重要な2.には金融機関等による継続的顧客管理の完

全実施、取引モニタリングの共同システム実用化が含まれて
います。4.はFATFが各国に対応を迫っている「実質的支配

20210830_2.html
※8	 https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/councils/aml_cft_policy/index.	

html
※9	 https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/councils/aml_cft_policy/20210	

830_2.pdf

https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/convention/fatf/20210830.pdf
https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/convention/fatf/fatfhoudou_20210830_2.html
https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/convention/fatf/fatfhoudou_20210830_2.html
https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/councils/aml_cft_policy/index.html
https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/councils/aml_cft_policy/index.html
https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/councils/aml_cft_policy/20210830_2.pdf
https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/councils/aml_cft_policy/20210830_2.pdf
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者の確認」に関するカテゴリーです。6.はFATFが注力してい
る拡散金融対応に関する対策で、資産凍結措置の範囲の拡
大と明確化（制裁対象者に支配される者などへの拡大）、迅
速な資産凍結、第三者が関与する制裁対象者との取引の防
止、資産凍結措置の執行強化など高いレベルの要求への対
応計画を示しています。

（3）金融審議会／資金決済制度のあり方に関する検討

2021年9月13日に金融庁等の諮問機関である金融審議会
総会において、継続的顧客管理の完遂、取引スクリーニング
およびモニタリングに係る民間事業者の共同化システムの実
用化を主要課題として検討していく方針が示されました。こ
れを受け、金融審議会傘下に資金決済ワーキング・グループ
が組織され、同年10月13日から協議が開始されています。

（4）�マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策に
係る態勢整備の期限設定について

金融庁は、審査結果公表前の2021年5月に、公表後の対
応を念頭に、各金融機関に対して「マネロン・テロ資金供与
対策に関するガイドライン」の「対応が求められる事項」へ
の対応を2024年（令和6年）3月末までに行うよう要請しま
した。

3	 金融機関等の民間事業者の実務への影響

（1）AML/CFT対策の分野別の課題

民間事業者は、AML/CFT実務に関する厳しい指摘を受け、
さまざまな要請に対して期限までに対応していかなければな
りません。分野別に整理してみますと（図表 8）、AML/CFT
対策の全体設計および入口から期中管理・出口までのすべて
の分野で重要な指摘・要請がなされています。
加えて、当局監督の有効性審査（IO3）では、「金融機関の

変化への対応の遅さなどからみて監督の有効性に課題があ
り、リスクベースでの監督強化が必要」「抑止力のある行政処
分と是正措置の適用が必要」という趣旨の指摘があり注意が
必要です。

（2）AML/CFT対策のポイント

今後は組織面・インフラ面の手当ても含めたAML/CFT体
制全般の整備が重要になると予想されます。さらに、業種・
業態、規模に関わらず、当局からの直接指導も増えていくと
考えられます。FATFの指摘からは、将来的にガイドラインの
改訂およびレベルアップも否定できず、またリスク評価体系
全般やリスク評価書の確認見直しも必要となる可能性もあり
ます。

図表8：AML/CFT対策の分野別の課題

主なFATF指摘・指摘を受けた行動計画等 行動計画期限

基本設計 体制全般 ● 体制整備要請およびスケジュール設定
● AML/CFTに関するガイドラインの改正（実質的に3メガバンク向け基準までの引上げ）

2024年春

リスク評価 ● リスク評価方法改善（業務・商品特性等に応じた評価など）
● マネロン・テロ資金供与リスクのより包括的な理解促進

2022年秋

入口 CDD（Customer Due Diligence）
EDD（Enhanced Due Diligence）

● �CDDは基本情報の収集・検証に留まり、深度に課題（有効なリスク評価に至っていない）
● EDDは顧客の本人確認、およびリスト照合に限定

2024年春

制裁対象者対応 ● �金融機関等での不備が散見され、遅滞なく、正確にスリーニングを実施しているとは言
えず

● �制裁対象者に支配される者、第三者が関与する制裁対象者との取引の防止、資産凍
結措置の執行強化等

2022年夏～秋

実質的支配者 ● �法人形態ごとのリスク理解、実質的支配者（BO）情報の入手・確認・検証が十分では
ない

● 信託等におけるBOの確認体制に課題
● 情報更新も未済

2022年秋

PEP ● 外国PEPに適用される特定の措置がない
● 国内PEPは特定のカテゴリーとして認識されない

2024年春

期中管理・
出口

継続的顧客管理 ● �既存顧客については情報更新手続の途上、情報更新が目的化してモニタリングに活か
されていない

● 期限を設定した継続的顧客管理の完全な履行（含む実質的支配者の確認）

2024年春

取引モニタリング・疑わしい取引届出 ● 継続的顧客管理の結果を的確に反映させられる取引モニタリングシステム導入
● 誤検知の削減、精巧なシナリオによる複雑な事案の検出・届出の増加
● 取引モニタリングに関する民間事業者の共同化システムの実用化の検討・推進

2024年春

出所：FATF資料、「マネロン・テロ資金供与・拡散金融対策に関する行動計画」をもとにPwC作成
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さらに踏み込んで検討してみると、制裁対象者対応（拡散
金融）に関しては、公表後の迅速なデータ化やスクリーニン
グ対象の拡大（周辺者等）等、重い課題への対処が必要にな
ります。
また、実質的支配者に関しては、情報入手・確認・検証の

レベルアップ、情報更新対応が必要です。登記制度の整備
もにらみながら、対応を検討していく必要があります。
そして、特に重要な課題は継続的顧客管理への対応です。
情報更新の完遂と取引モニタリングへの効果的活用が求め
られています。既存顧客への情報更新アプローチの一巡、顧
客・口座データ管理および情報の更新状況管理などのデー
タガバナンス体制の整備、出口対応、すなわち情報更新の実
態を踏まえた取引対応方針の整備など、要員も含めた踏み込
んだ対応が2024年春までに必要と考えられます。
さらに、金融審議会で取り上げられた民間事業者の取引ス
クリーニング・モニタリングの共同化システムへの実用化に
合わせた体制整備も必要です。今後は、資金決済ワーキン
グ・グループでの協議が進められ、その結果を受けて関係省
庁や全銀協等の業界団体が協働して制度面の整備を含めて
検討を進めていくとみられています。なお、システムの機能
は今後固められていくと予想されますが、実用化されても、
金融機関等において一定のモニタリング等を実施して提供情
報の精度を上げておくことは、検出精度を上げるためにも必
要になると考えられます。金融機関等は体制整備を怠りなく
進めなければなりませんが、実現すれば継続的顧客管理から
不審取引検知・届出という出口対応に効果を発揮し、FATF
への継続的顧客管理・取引モニタリング整備等の説明にも大
きく資すると考えられます。

（3）大手銀行等以外へのFATFの指摘

前述した対応は業態、業種、規模に関わらず、特定事業者
（犯罪収益移転防止法でAML/CFT対策が義務づけられた事
業者の総称）に求められることになります。さらに、FATFは
一部の大手銀行以外の特定事業者について個別に評価コメ
ントを残しています。

① 大手以外の銀行、銀行以外の金融業態およびDNFBPs
AML/CFT全般に関する理解が浅く、初期段階、計画の期

限も守られないと評しています。そのため義務を完全に履行
できないとの評価です。各所轄官庁への指摘もあり、行動計
画にも言及されているように、一層の監督強化が見込まれま
す。AML/CFT対策の各分野の課題を確認し、対策を強化す
ることが必要と考えられます。AML/CFTの専担組織がない

業者が多いことなどにも言及しており注意が必要です。

② 暗号資産交換業者
今回の審査では注目を集め、個別に多数のコメントが残さ

れています。登録制の採用、特定事業者として法令等の規制
を受けているなど、国家の制度面の整備が評価されています。
また、資産流出事故が多発し、多数の業務改善命令が発出
されたことを契機に、組織面の整備が進んできたと評されて
います。一方で、「AML/CFT対応の理解は初期段階、業界特
有のリスクの理解、低減措置への反映が必要」とされ、厳格
な制裁対象者対応などが求められています。
さらに、今後のFATFの新基準、ガイダンス制定の動きを
注視することが必要です。特にFATFは「トラベルルール」と
呼ばれる業者間の顧客情報の交換ルールの整備を各国に求
める方針であり、規制動向にも注視しつつ整備を進める必要
があります。

4	 おわりに：5次審査へ向けて

以上、FATF第4次対日相互審査結果を俯瞰してきました
が、金融機関等の民間事業者は実務における幅広くかつ難
しい課題を指摘されたと言えそうです。今後、5年間で3度
のフォローアップ報告が求められるなか、実務運用面の課題
への対処状況は厳しくモニタリングされると考えるべきです。
審査結果の公表は通過点に過ぎず、体制整備のうえで早期
に対策を実行に移すことが重要になります。
さらに、その先には第5次相互審査が待ち受けます。40の
勧告の改訂が進められている拡散金融や暗号資産管理など
に関する対応は、より厳しく審査されることが予想されます。
また今回の報告書には、環境犯罪への対応などFATFが注視
する新たな分野に関する言及もあり、その対策も求められる
可能性があります。今後も官民一体となった不断の体制整備
を進めることが必要と考えられます。
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